
障害者差別解消法の見直しに向けた国の検討状況について 

国の障害者政策委員会（※）において、平成３１年２月２２日の第４２回会議より障害者

差別解消法の見直しの検討が行われている。 

※ 障害者基本法第３２条に基づき設置。 

障害者基本計画の策定又は変更に当たって調査審議や意見具申を行うとともに、計画の

実施状況について監視や勧告を行うための機関。 

１ 障害者政策委員会開催状況 

 開催状況については、以下のとおり。 

 第４２回 平成３１年２月２２日 ・障害者差別解消法の見直しの検討について 

第４３回 平成３１年４月２２日 ・障害者差別解消法の見直しの検討について 

第４４回 令和元年６月３日 ・障害者差別解消法の見直しの検討について 

・障害者差別の解消に関する地方公共団体への調査結果 

・関係団体ヒアリング（大阪府） 

第４５回 令和元年６月２７日 ・障害者差別解消法の見直しの検討について 

・主な相談事例 ・障害者権利条約との関係 

第４６回 令和元年１０月１７日 ・障害者差別解消法の見直しの検討について 

・障害者権利委員会の事前質問事項の採択について 

第４７回 令和元年１１月１４日  

・障害者基本計画（第４次）の実施状況の監視について 

・障害者差別解消法の見直しの検討について 

 （１）差別の定義・概念 

 （２）事業者による合理的配慮 

  ＊ 関係団体ヒアリング（東京都） 

第４８回 令和元年１２月１２日 ・障害者差別解消法の見直しの検討について  

（１）障害のある女性への差別 

（２）事業者の合理的配慮の提供 

 （３）相談・紛争解決体制 

 （４）障害者差別解消支援地域協議会の配置促進・活性化 

第４９回 令和２年１月２７日 ・「障害者政策委員会の意見」（案）について 

第５０回 令和２年２月２１日  ・「障害者政策委員会の意見」（修正案）について 

  第５１回 令和２年５月２５日  ・「障害者政策委員会の意見」（再修正案）について 

  第５２回 令和２年６月２２日  ・「障害者政策委員会の意見」（再々修正案）について 

※なお、第５２回において全会一致で採択された。今後は、内閣府で見直し等検討予定。 

 



資料５  

２ 第５２回障害者政策委員会 会議資料（抜粋） 

 

障害者差別解消法の施行３年後見直しに関する意見（案） 

個別の論点と見直しの方向性 

（１） 差別の定義・概念について 

① 差別の定義・概念の明確化 

（２） 事業者による合理的配慮の提供について 

① 事業者による合理的配慮の適切な提供の確保 

② 建設的対話の促進、事例の共有等 

（３） 相談・紛争解決の体制整備について 

① 地域における相談・紛争解決体制の見直し 

 （ア） 国・地方公共団体の役割分担の明確化 

 （イ） 相談体制の明確化等 

 （ウ） 都道府県による広域的・専門的な支援の充実 

 （エ） 相談対応を担う人材の育成及び業務の質の向上 

 （オ） 国・地方公共団体の関係機関の効果的な連携 

② 相談対応等を契機とした事前的改善措置（環境整備）の促進 

（４） 障害者差別解消支援地域協議会について 

① 都道府県による市町村の地域協議会設置等の支援 

② 複数の地域協議会の間での情報共有等の促進 

 


